
様式①

チェック
欄

チェック
欄

様式① 様式①

様式② 様式②

様式③ 様式③

様式④ 様式④

様式⑤ 様式⑤

様式⑥ 様式⑥

様式⑦ 様式⑦

様式⑧ 様式⑧

様式⑨ 様式⑨

様式⑩ 様式⑩

※提出書類に漏れがないようにチェックしてください。

ＮＯ．

□この申請に関する担当者氏名

□連絡先電話番号

□連絡先メールアドレス

＊前回の登録整理番号がわかる場合は、記入してください。

○住　 　　所

○商号又は名称

誓約書

黒滝村税及び黒滝村使用料の納税・
納付確認承諾書
※黒滝村に村税及び使用料の納税義務がある
者のみ

誓約書

黒滝村税及び黒滝村使用料の納税・
納付確認承諾書
※黒滝村に村税及び使用料の納税義務がある
者のみ

測量・建設コンサルタント等
業者カード

測量・建設コンサルタント等
業者カード

ＩＳＯ認証登録証明書の写し（認証登
録を受けている場合のみ）

ＩＳＯ認証登録証明書の写し（認証登
録を受けている場合のみ）

登記事項証明書（写し可） 代表者の住民票(黒滝村住民は省略可)(写し可)

現況報告書の写し(土木関係建設ｺﾝｻﾙﾀﾝ
ﾄ、地質調査、補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業者のみ必要)

現況報告書の写し(土木関係建設ｺﾝｻﾙﾀﾝ
ﾄ、地質調査、補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業者のみ必要)

登録証明書等の写し 登録証明書等の写し

納税証明書
(黒滝村への納税義務者は様式⑩でも可)(写し可)

納税証明書
(黒滝村住民は様式⑩でも可)(写し可)

印鑑証明書
（写し可、ただし拡大コピーしないこと）

印鑑証明書（黒滝村住民は省略可）
（写し可、ただし拡大コピーしないこと）

技術者経歴書 技術者経歴書

測量等実績調書 測量等実績調書

提出書類確認表

法人の場合 個人の場合

提出書類確認表 提出書類確認表

競争入札参加資格審査申請書
（測量・建設コンサルタント等）

競争入札参加資格審査申請書
（測量・建設コンサルタント等）

委任状
(営業所等に権限を委任する場合のみ)

委任状
(営業所等に権限を委任する場合のみ)

営業所一覧表 営業所一覧表

使用印鑑届 使用印鑑届



様式②－１

１ ： ※ 02 受付番号 ※ 03 ※ 申請者 05 適格組      年     月     日

２ ： 04 の規模 合証明 第                         号

令和６・７年度において、黒滝村役場で行われる測量・建設コンサルタント等業務に係る競争入札に参加する資格の審査を申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

殿

06 本社（店）郵便番号
※-を入れてください

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

07 本社（店）住所

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

08 商号又は名称

09 役職名

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

代表者氏名 10 担当者氏名
※姓と名の間に空白を入れてください

11 本社（店）電話番号 12
※-を入れてください ※-を入れてください

（ 内線番号 ）

13 本社（店）ＦＡＸ番号 14 メ－ルアドレス
※-を入れてください

15 電子入札用ICカードの登録番号

（16 代理申請時使用欄）
申請代理人 申請代理人郵便番号

申請代理人住    所 申請代理人電話番号

申請代理人氏    名 申請代理人メールアドレス

17 登録を受けている事業

登 録 事 業 名 登 録 番 号 登 録 年 月 日 登 録 事 業 名 登 録 番 号 登 録 年 月 日 登 録 事 業 名 登 録 番 号 登 録 年 月 日

 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日
第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日
第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日
第 号 年 月 日 第 号 年 月 日 第 号 年 月 日

※欄については、記載しないこと（以下同じ）。

計量証明事業者土地家屋調査士 司 法 書 士
地 質 調 査 業 者 補 償 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 不動産鑑定業者
測 量 業 者

16

建 築 士 事 務 所

担当者電話番号

建 設 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ

01 新規

令和    年    月     日

更新

競争入札参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）

黒滝村長

業 者 コ － ド

印

実印



様式②－2

※ 業者コ－ド

18 測量等実績高

②  直 前 ２ 年 度 分 決 算 ③  直 前 １ 年 度 分 決 算 ⑤
年    月 から 年    月 から 年    月 から 年    月 から ④ 直  前  ２   ヶ   年  間  の 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10

年    月 まで 年    月 まで 年    月 まで 年    月 まで 年  間  平  均  実  績  高

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

合                 計

19 有資格者数（人）

司法書士

国
総
研

第一種電気
主任技術者

伝 送 交 換
主任技術者

線 路
主任技術者

A P E C
エ ン ジ ニ ア

ＲＣＣＭ 地質調査技士 補償業務管理士 公共用地経験者 土地家屋調査士

技術士
総 合 技 術 監 理 部 門
（地質を除 く対 象科 目） 建設部門 農業部門 森林部門 水産部門 上下水道部門 衛生工学部門 電気電子部門 機械部門 情報工学部門 応用理学部門

総 合 技 術 監 理 部 門
（ 地 質 調 査 ） 地質調査

構 造 設 計
一級建築士

設 備 設 計
一級建築士

一級建築士 二級建築士 建築設備士
建築積算士

（建築積算資格者）
一 級 土 木
施 工 管 理 技士

二 級 土 木
施 工 管 理 技士 測量士 測量士補 環境計量士 不動産鑑定士 不動産鑑定士補

その他

補償関係コンサルタント業務

地質調査業務

建築関係建設コンサルタント業務

東 陸 部 畿 国 国 州 営 計北

東 関 北 中 近 中 四 九 官

不動産鑑定業者

※ 受付番号

申 請 を 希 望 す る 部 局
競 争 参 加 資 格 合

希 望 業 種 区 分

土地家屋調査士

測    量

土木関係建設コンサルタント業務

そ の 他
（ ）

そ の 他
（ ）

そ の 他
（ ）



様式③

令和 　　 年 　　 月 　　 日

黒滝村長 殿

本店所在地

商号及び屋号

代表者役職・氏名

　私は、下記の受任者をもって代理人と定め、貴村との間における下記の事項に

関する権限を委任します。

記

【委任事項】

１、入札・見積及び開札に関する件

２、契約の締結に関する件

３、契約の履行に関する件

４、契約金額の請求及び受領に関する件

５、入札・見積及び開札に関する復代理人の選任の件

６、その他契約に関する一切の件

【委任期間】

令和 　　 年 　　 月 　　 日　から　令和 　　 年 　　 月 　　 日　まで

【受任者】

受任営業所所在地

商号及び屋号

受任営業所名称

受任者役職

受任者氏名

委　　　　　任　　　　　状

実印

使用印



様式④

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

郵  便

号 番  号

記載要領
１ 本表は、申請日現在で作成すること。
２ 「営業所名称」欄には、常時契約を締結する本店又は支店等営業所の名称を記載すること。
３ 「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。
４ 「電話番号・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載することとし、市外局番、市内局番及び番号は、「－（ハイフン）」で区切ること。
５ 「営業区域」の欄は、記入不要です。

営          業          所          一          覧          表

番

-

営             業             区             域

F A X 番 号  （下段）

電 話 番 号  （上段）

営    業    所    名    称 所            在            地

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-



様式⑤

（使用印）

※代表者が通常使用する印（実印を使用される場合は実印）を押印してください。
※本店から委任を受けた営業所で登録される場合は、受任者が通常使用する印を押印してください。
※会社印（社判）での登録はできません。

　上記の使用印鑑は、入札・見積に参加し、契約の締結並びに代金の請求及び受領のために

使用することをお届けします。

令和 　　 年 　　 月 　　 日

黒滝村長 殿

本店所在地

商号及び屋号

代表者役職・氏名

使　　　用　　　印　　　鑑　　　届

実印

使用印



様式⑥

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

（種類）

取  得  年  月  日

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

記載要領
１ 本表は、希望業種区分ごとに作成し、種類欄に記載する。

また、「氏名」の記載は、営業所（本店又は支店若しくは常時契約する事務所）ごとにまとめて行い、その直前に、（   ）書きで当該営業所名を記載すること。
２ 「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。

（例 ： ○○建築士、○○土木施工管理技士）
３ 「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、業務名及びその業務に従事した際の職種及び地位を記載すること。

技        術        者        経        歴        書　　　　

法 令 に よ る 免 許 等

名 称
氏　　　　　　　　名 実              務             経             歴 実務経験年月数



様式⑦

（希望業種区分）

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

記載要領
　１　本表は、「希望業種区分」ごとに作成すること。
　２　本表は、直前２年間の主な完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成業務について記載すること。
　３　下請について、「注文者」の欄には元請業者名を記載し「件名」の欄には下請件名を記載すること。
　４　「測量等対象の規模等」の欄には、例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。
　５　「請負代金の額」は、消費税込みの金額を記載すること。

測 量 等 実 績 調 書

注　　文　　者
元請又は
下請の別

件　　　　　　　　　名 測量等対象の規模等
業務履行場所の
ある都道府県名

請負代金の額（千円）

※ 受 付 番 号 ※ 業者コード

着工年月

完成(予定)年月



様式⑧

※登録番号、登録年月日を記入し、希望する業務内容に○をつけてください。

（ただし、各種法令、規程等における登録を受けており、かつ、直近１営業年度において業務実績のある業種、部門のみ希望することができます。）

※別紙の業務種別一覧表を確認のうえ、記入してください。

※「営業所内容」欄は、契約締結等の権限を営業所等の代表者に委任する場合に限り記入してください。
営 業 所 名
（漢字）

電話番号
営

業

所

内

容

代表者氏名
（漢字）

ＦＡＸ

郵 便 番 号 　 都道府県名 市区町村名

大字・番地 　

業務
内容

その他

第 号

号

希

望

す

る

業

種

業務
内容

その他

第

号

建築関係
建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

第 号

補償関係
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

第 号

地質調査 第 号

商号又は名称
（漢字）

　 電話番号
本

社

内

容

代表者氏名
（漢字）

ＦＡＸ

郵 便 番 号 　 都道府県名 市区町村名

大字・番地 　

測量 第 号

土木関係
建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

第

土地
調査

土地
評価

物件
機械
工作

営業
補償

事業
損失

補償
関連

総合
補償

不動
鑑定

交通
調査

環境
調査

経済
調査

分析
解析

宅地
造成

電算
関係

計算
業務

資料
整理

施工
管理

鋼構
造

トン
ネル

施工
計画

建設
環境

機械
電気
電子

河川 港湾
電力
土木

道路 鉄道
上水
道

下水
道

農業
土木

森林
土木

水産
土木

廃棄
物

造園
都市
計画

地質 土質

監理
(電気)

監理
(機械)

調査
耐震
診断

地区
計画

建築
一般

意匠 構造
暖冷
房

衛生 電気
建築
積算

機械
積算

電気
積算

測量・建設コンサルタント等業者カード 受付番号

業種 登録番号 登録年月日

測量
一般

地図
調整

航空
測量

土地家
屋調査

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

監理
(建築)

※株式会社、有限会社は (株) (有)として下さい。



様式⑨

令和 　　 年 　　 月 　　 日

黒滝村長 殿

本店所在地

商号及び屋号

代表者役職・氏名

　黒滝村入札参加資格停止措置に該当する事象が生じた場合は、黒滝村に速やかに報告します。

誓　　　　　約　　　　　書

　私が提出した黒滝村競争入札参加資格者名簿登録申請の内容は、真実と相違ありません。

　黒滝村における競争入札等の参加資格者に決定されたうえは、入札への参加、契約の履行にあた

り、関係法令等を遵守のうえ履行します。

（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団をいう。

　万一違反等の行為があった場合は、いかなる処分に対しても異議を申しません。

　また、黒滝村が黒滝村暴力団排除条例等の関係する条例規則に基づき、黒滝村が締結する工事そ

の他の契約において、暴力団及び暴力団員若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有す

る者の介入を排除している事を認識した上で、下記の事項について誓約します。

記

１　次のいずれかにも該当する者ではありません。

（１）役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支店又は営業所の代表者、その他の団体にあって
　 　は法人の役員と同等の責任を有する者、個人にあってはその者及び支配人並びに支店又は営業所
　　 を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
     （平成3年法律第77号）第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められる者。

     以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者。

（３）役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に損害を与える目的
     で、暴力団又は暴力団員を利用していると認められる者。

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは
     積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認められる者。

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者。

２　上記１の（１）から（５）までのいずれかに該当する者を、下請契約又は資材、原材料の購入契約等の契約
　　（以下「下請契約等」という。）の相手方としません。

３　下請負人等が上記１の（１）から（５）までのいずれかに該当すると判明し、黒滝村から下請契約等の解除
　　を求められたときは、解除の求めに従います。

４　上記１の（１）から（５）までのいずれかに該当するか否かの確認のため、役員名簿等の提出を求められた
　　ときは、速やかに提出します。また、調査及び確認のために黒滝村が奈良県橿原警察署に照会すること
　　について同意します。

５　暴力団又は暴力団員から不当介入を受けた場合は、遅滞なく黒滝村に報告するとともに所轄の警察署に
　　通報し、捜査上の必要な協力をします。　

実印



様式⑩

※黒滝村に村税及び使用料の納税義務がある者のみ

令和 　　 年 　　 月 　　 日

黒滝村長　殿

住所

商号又は名称

代表者

※村審査担当職員記入欄

黒滝村税及び黒滝村使用料の納税・納付確認承諾書

上記対象年度の滞納
　　有　・　無

確認年月日
　　令和　　年　　月　　日

確認者印

令和６・７年度に黒滝村が発注する競争入札参加資格申請に当たり、入札参加

資格審査申請要領（以下「申請要領」という。）に定める欠格要件（申請時及び

入札参加資格の有効期間中において、黒滝村税及び黒滝村使用料を滞納している

者）に該当しないことについて、私（及び当社）の黒滝村税及び黒滝村使用料の

納税・納付の確認を税務及び使用料担当職員に確認することを承諾します。

記

・納税・納付の確認内容

対象年度 当年度及び前年度及び入札参加資格の有効期間中

対象科目 村県民税（個人・法人）、村固定資産税、村軽自動車税、村国民

健康保険税、村水道使用料、村合併浄化槽使用料

実印


